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仙台市水道局発注工事における建設副産物適正処理推進要綱新旧対照表 

 仙台市水道局発注工事における建設副産物適正処理推進要綱（平成16年3月17日水道事業管理者決裁）の一部を次のように改正する。 

現行 改正後（案） 

   第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，仙台市環境行動計画の趣旨に則り，また循環型社会

形成推進基本法(平成 12 年法律第 110 号)第 10 条，資源の有効な利用の

促進に関する法律(平成 3 年法律第 48 号。以下｢資源有効利用促進法｣と

いう｡)第４条第１項，廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法

律第 137 号。以下｢廃棄物処理法｣という｡)第４条第１項，建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律(平成 12年法律第 104号。以下｢建設リ

サイクル法｣という｡)第 8条及び国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律(平成 12 年法律第 100 号。以下｢グリーン購入法｣という｡)第

4 条の規定に基づき，水道局が発注する建設工事(以下｢発注工事｣とい

う｡)において，再生資源の十分な利用及び建設発生土と建設廃棄物の適

正な処理等に係る総合的な対策を実施し，もって発注工事の円滑な施工

の確保，資源の有効な利用の促進及び生活環境の保全を図り，環境への

負荷の低減に資することを目的とする。 

 

 

 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は特定建設資材を使用する発注工事又は建設副産物が発

生する発注工事に適用する。 

 

 

 

   第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，仙台市環境行動計画の趣旨に則り，また循環型社会

形成推進基本法(平成 12 年法律第 110 号)第 10 条，資源の有効な利用の

促進に関する法律(平成 3 年法律第 48 号。以下｢資源有効利用促進法｣と

いう｡)第４条第１項，廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45 年法

律第 137 号。以下｢廃棄物処理法｣という｡)第４条第１項，建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律(平成 12年法律第 104号。以下｢建設リ

サイクル法｣という｡)第 8条及び国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律(平成 12 年法律第 100 号。以下｢グリーン購入法｣という｡)第

4 条の規定に基づき，水道局が発注する建設工事(以下｢発注工事｣とい

う｡)において，再生資源の十分な利用及び建設発生土と建設廃棄物の適

正な処理等に係る総合的な対策を実施し，もって発注工事の円滑な施工

の確保，資源の有効な利用の促進及び生活環境の保全を図り，環境への

負荷の低減に資することを目的とする。 

 【変更理由】 

  特定建設資材を使用する工事も対象であることを明確にする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は特定建設資材を使用する発注工事又は建設副産物が発

生する発注工事に適用する。 

 【変更理由】 

  第 3条第 1項 18号（特定建設資材を使用する工事も対象）との整合性

を図る。 
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 （定義） 

第３条第１項(1)～(14) （略） 

 (15)特定建設資材 建設資材のうち，次に掲げるものをいう。 

  ア．コンクリート 

  イ．コンクリート及び鉄から成る建設資材 

  ウ．木材（仮設材を含む。） 

 

 

  エ．アスファルト・コンクリート 

 (16)～(36) （略） 

 

第４条～第６条 （略） 

 

   第３章 計画の作成等 

 

 （工事全体の手順） 

第７条第１項 （略） 

２ 前項に掲げる工事以外の発注工事であって，その契約金額が 100 万円

を超えるものを実施するに当たっては，前項各号に掲げた手順（5 号を

除く。）により実施するよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （定義） 

第３条第１項(1)～(14) （略） 

 (15)特定建設資材 建設資材のうち，次に掲げるものをいう。 

  ア．コンクリート 

  イ．コンクリート及び鉄から成る建設資材 

  ウ．木材（仮設材を含む。） 

 【変更理由】 

  仮設材も対象であることを明記する。（これまでも当然対象） 

  エ．アスファルト・コンクリート 

 (16)～(36) （略） 

 

第４条～第６条 （略） 

 

   第３章 計画の作成等 

 

 （工事全体の手順） 

第７条第１項 （略） 

２ 前項に掲げる工事以外の発注工事であって，その契約金額が 100 万円

を超えるものを実施するに当たっては，前項各号に掲げた手順（第 5 号

を除く。）により実施するものとする。 

 【変更理由】 

  建設リサイクル法の対象規模でない工事であっても，要綱に基づき各

種手続きを実施しなければならない旨を明記する。（努力義務から義務

への変更）ただし，契約書を取り交わさないもの（100 万円未満の工

事）については，その積算において見積もりによるものが大部分であ

り，見積時に建設リサイクル法関係の手続きに要する費用が含まれてい

るか不明なことから，対象外とする。 
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第８条 （略） 

 

 （分別解体等の計画の作成） 

第９条第１項～第２項 （略） 

３ 前２項の規定については，対象建設工事以外の発注工事においても実

施するよう努めなければならない。 

 

 

 

 （工事の発注及び契約） 

第 10 条第１項～第２項 （略） 

３ 請負契約（下請負契約を含む。）の発注者は，工事の請負契約におい

て建設業法第 19条第 1項で定められた事項について，書面に記載すると

ともに署名又は記名押印の上，施工者に交付しなければならない。 

 

 

 

 

 

４ 対象建設工事の請負契約（下請契約を含む。）の発注者は，工事の請

負契約において，前項に規定する事項に加えて建設リサイクル法第13条

第１項で定められた事項を書面に記載し，署名又は記名押印をして施工

者に交付しなければならない。 

 

 

 

 

 

第８条 （略） 

 

 （分別解体等の計画の作成） 

第９条第１項～第２項 （略） 

（削除） 

 【変更理由】 

  第７条第２項ですでに「対象建設工事以外でも実施する」と定めてい

るため，ここで定める必要がない。 

 

 （工事の発注及び契約） 

第 10 条第１項～第２項 （略） 

３ 請負契約（下請負契約を含む。）の発注者は，工事の請負契約におい

て建設業法第 19条第 1項で定められた事項について，書面に記載し施工

者に交付しなければならない。 

 【変更理由】 

  押印等については，根拠法に規定されていることから，本要綱での記

載を削除する。 

   ※根拠としている建設業法第 19条第 1項で押印が義務付けられてい

るため，現時点で提出書類に変更はない。 

４ 対象建設工事の請負契約（下請契約を含む。）の発注者は，工事の請

負契約において，前項に規定する事項に加えて建設リサイクル法第13条

第１項で定められた事項を書面に記載し，署名又は記名押印をして施工

者に交付しなければならない。 

 【変更理由】 

  押印等については，根拠法に規定されていることから，本要綱での記

載を削除する。 

   ※根拠としている建設リサイクル法第 13条第 1項で押印が義務付け

られているため，現時点で提出書類に変更はない。 
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５ （略） 

 

 （工事着手前に行うべき事項） 

第11条 監督職員は，対象建設工事に着手する日までに，通知書(様式２)

により市長に通知するとともに，元請業者に周知しなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 対象建設工事の施工者は，その請け負った建設工事を他の建設業を営

む者に請け負わせようとするときは，当該他の建設業を営む者に対し，

前項の規定により監督職員から周知された事項を告知書(様式３)により

告げなければならない。工事内容を変更しようとする時も，同様とす

る。 

 

 

３ 元請業者は，建設副産物の発生の抑制，再資源化等の促進及び適正処

理が計画的かつ効率的に行われるよう再生資源利用計画書及び再生資源

利用促進計画書をCOBRISにより作成し，建設廃棄物処理計画書(様式４)

とともに，施工計画書に添付するとともに，工事現場の見やすい場所に

掲げ，又は内容を記録した電磁的記録を当該工事現場の見やすい場所に

備え置く出力装置の映像面に表示する方法により公衆の閲覧に供しなけ

ればならない。ただし，元請業者がCOBRISを利用できない場合は，再生

資源利用計画書(参考様式１)，再生資源利用促進計画書(参考様式２)に

より作成するものとする。 

 

 

５ （略） 

 

 （工事着手前に行うべき事項） 

第 11 条 監督職員は，対象建設工事に着手する日までに，電子申請（:D-

Sendai オンライン申請システム）等により市長に通知するとともに，元

請業者に周知しなければならない。 

 【変更理由】 

  令和 5 年 3 月 6 日より建設リサイクル法の届出・通知がオンラインで

申請可能となる。今後は，オンライン申請を基本とすることから，それ

に対応した表現とする。併せて通知書（様式 2）を廃止する。 

２ 対象建設工事の施工者は，その請け負った建設工事を他の建設業を営

む者に請け負わせようとするときは，当該他の建設業を営む者に対し，

前項の規定により監督職員から周知された事項を告知書(様式２)により

告げなければならない。工事内容を変更しようとする時も，同様とす

る。 

 【変更理由】 

  様式 2削除に伴う番号ズレ。 

３ 元請業者は，建設副産物の発生の抑制，再資源化等の促進及び適正処

理が計画的かつ効率的に行われるよう再生資源利用計画書及び再生資源

利用促進計画書をCOBRISにより作成し，建設廃棄物処理計画書(様式４)

とともに，施工計画書に添付するとともに，工事現場の見やすい場所に

掲げ，又は内容を記録した電磁的記録を当該工事現場の見やすい場所に

備え置く出力装置の映像面に表示する方法により公衆の閲覧に供しなけ

ればならない。ただし，元請業者がCOBRISを利用できない場合は，再生

資源利用計画書(参考様式１)，再生資源利用促進計画書(参考様式２)に

より作成するものとする。 

 【変更理由】 

 ①建設廃棄物処理計画書は，再生資源利用[促進]計画書の内容と重複す
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４ （略） 

 

 （工事現場の管理体制） 

第12条 元請業者又は解体工事業者は，解体工事の施工に当たっては，工

事現場における解体工事の施工の技術上の管理をつかさどる者で解体工

事業に係る登録等に関する省令（平成13 年国土交通省令第92 号。以下

「解体工事業者登録省令」という。）で定められた基準に適合する者

（以下「技術管理者」という。）を設置し，その旨を解体工事技術管理

者届(様式５)により監督職員に提出しなければならない。ただし，技術

管理者は，解体工事業に係る登録等に関する省令(平成 13 年国土交通省

令第 92 号。以下「解体工事業者登録省令」という。)で定められた基準

に適合する者でなければならない。 

 

 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

４ 発注者は，元請業者が解体工事業者登録省令第８条第２項で定める標

識（様式６）を掲げるよう指導及び監督しなければならない。 

 

 

 

る部分が多いことから，業務簡素化のため作成不要とする。 

 ②判断基準の省令（ラージリサイクル法）により一部の工事で掲示が義

務付けられた再生資源利用［促進］計画書について，リサイクル促進に

積極的に寄与するため，水道局では全ての発注工事において掲示を義務

付ける。 

４ （略） 

 

 （工事現場の管理体制） 

第12条 元請業者又は解体工事業者は，解体工事の施工に当たっては，工

事現場における解体工事の施工の技術上の管理をつかさどる者で解体工

事業に係る登録等に関する省令（平成13 年国土交通省令第92 号。以下

「解体工事業者登録省令」という。）で定められた基準に適合する者

（以下「技術管理者」という。）を設置し，その旨を解体工事技術管理

者届(様式３)により監督職員に提出しなければならない。ただし，技術

管理者は，解体工事業に係る登録等に関する省令(平成 13 年国土交通省

令第 92 号。以下「解体工事業者登録省令」という。)で定められた基準

に適合する者でなければならない。 

 【変更理由】 

 ①解体工事のみが対象であることをよりわかりやすくする。 

 ②様式 2，4削除に伴う番号ズレ。 

 ③技術管理者の要件をわかりやすくする。 

２ （略） 

３ （略） 

４ 発注者は，元請業者が解体工事業者登録省令第８条第２項で定める標

識（様式６）を掲げるよう指導及び監督しなければならない。 

 【変更理由】 

  様式６は解体工事業者登録省令別記様式第 7 号を準用していることか

ら，更新手間の削減及び時点更新漏れを防止するため，記載方法を変更
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 （工事完了後に行うべき事項） 

第 13 条第１項 （略） 

２ 対象建設工事の元請業者は，当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再

資源化等を完了したときは，速やかに再資源化等報告書（様式７）を２

部作成し，そのうち１部を監督職員に提出しなければならない。 

 

 

３ 元請業者は，第１項の規定により工事を完了した日から２年間，前２

項の規定により作成した工事関係図書を保存しなければならない。 

 

 

 

４ （略） 

５ （略） 

 

第 14 条～第 33 条 （略） 

 

別表第１～別表第４ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

 

 （工事完了後に行うべき事項） 

第 13 条第１項 （略） 

２ 対象建設工事の元請業者は，当該工事に係る特定建設資材廃棄物の再

資源化等を完了したときは，速やかに再資源化等報告書（様式４）を２

部作成し，そのうち１部を監督職員に提出しなければならない。 

 【変更理由】 

  様式 2，4，6削除に伴う番号ズレ。 

３ 元請業者は，第１項の規定により工事を完了した日から５年間，前２

項の規定により作成した工事関係図書を保存しなければならない。 

 【変更理由】 

  判断基準の省令（ラージリサイクル法）での保存期間が延長（１年→

５年）されたことから，その期間に合わせる。 

４ （略） 

５ （略） 

 

第 14 条～第 33 条 （略） 

 

別表第１～別表第４ （略） 
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様式 1（第 9条関係） 

 

 

 

 

様式 1（第 9条関係） 

 

 【変更理由】 

  記載する必要のない項目を削除。 
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様式 2（第 11 条関係） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 【変更理由】 

  通知は，オンライン申請を基本とするため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

様式 3（第 11 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式 2（第 11 条関係） 

 

 【変更理由】 

  ①様式番号の変更：様式 2削除に伴う番号ズレ。 

  ②記載する必要のない項目を削除。 
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様式 4（第 11 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 【変更理由】 

  再生資源利用計画書(参考様式 1)，再生資源利用促進計画書(参考様式

2)の内容と重複する部分が多いことから，事務作業簡素化のため削除。 
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様式 5（第 12 条関係） 

 

 

 

 

 

様式 3（第 12 条関係） 

 
 【変更理由】 

  ①様式番号の変更：様式 2，4削除に伴う番号ズレ。 

  ②他の様式と記載方法を統一。 
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様式 6（第 12 条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 【変更理由】 

  解体工事業に係る登録等に関する省令の様式を利用するため。 
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様式 7（第 13 条関係） 

 

 

 

 

 

 

様式 4（第 13 条関係） 

 

【変更理由】 

  ①様式番号の変更：様式 2，4，6削除に伴う番号ズレ。 

  ②記載する必要のない項目を削除：住所等。 

  ③年月日の注釈：記載すべき日付を明確にする。 

  ④「（参考資料を～」：本要綱の対象となる場合，必ず再生資源利用
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参考様式 1～参考様式 4 （略） 

 

[促進]実施書を作成し，かつ，発注者に提出しているため，改めての提

出が不要なことから記載を削除。 

 

 

参考様式 1～参考様式 4 （略） 
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   附則(令和５年４月 日改正) 

（実施時期） 

１ この要綱は，令和５年５月１日より実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱の規定は，令和５年５月１日以後に請負契約を締結する発注工事について適用し，同日前に請負契約を締結した発注工事については，なお従

前の例による。 


